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令 和 ７ 年 ６ 月 2 6日 

消費者庁表示対策課 

 

令和６年度における家庭用品品質表示法の運用状況 

 

 消費者庁は、家庭用品品質表示法（昭和37年法律第104号。以下「家表法」と

いう。）の規定に基づいて、不適正な表示を行った者に対する指示（家表法第４

条第１項に基づくもの。以下同じ。）及び指導を行うとともに、同法に関する相

談への対応、講師派遣等を通じた普及啓発に関する活動を行う等、家庭用品の品

質に関する表示の適正化に努めている。また、家庭用品品質表示法に関する法

令、告示について、必要に応じて見直しを行っている。 

  令和６年度における家表法の運用状況は以下のとおりである。 

 

 

１．違反被疑事案の処理状況 

  令和６年度において、家表法の違反被疑事案として消費者庁が調査した件数

（延べ事業者数）は95件であった（前年度からの繰越19件を含む。）。新規受

付件数76件の内訳は、家表法第24条の規定に基づき権限を委任された地方自治

体が実施した立入検査（実施した結果、違反の疑義が生じたものとして消費者

庁に移送されたもの）が33件、事業者からの自主申告が23件、消費者等からの

情報提供（家表法第10条第１項に基づく申出を含む。）が20件であった（表１

参照）。 

 

 

表１ 家表法違反被疑事案の調査件数の内訳（単位：事業者数） 

 

 

令和６年度における違反被疑事案処理件数は69件であった。このうち、家表

法第３条第１項に規定する表示事項を表示していない、又は表示に関する遵守

事項を遵守していないものとして、51事業者に対し指導を行った（表２参照）。 

   

 

19

地方自治体による立入検査 33

事業者からの自主申告 23

消費者等からの情報提供 20

小計 76

95

前年度からの繰越

新規受付件数

調査件数
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表２ 家表法違反被疑事案の処理状況の推移（単位：事業者数) 

 

 

 令和６年度に指導した51事業者における不適正表示のあった製品数は153件

であった。規程別の内訳は繊維製品96件（ふとん38件、上衣、下着各15件、シ

ャツ８件等）、合成樹脂加工品24件（たらい、バケツ、洗面器及び浴室用の器

具10件、水筒５件、可搬型便器及び便所用の器具３件等）、電気機械器具７件

（パネルヒーター５件、ジャー炊飯器１件、電気ミキサー類１件）、雑貨工業

品26件（合成洗剤並びに洗濯用又は台所用の石けん及び住宅用又は家具用の洗

浄剤（以下「合成洗剤等」という。）７件、靴５件、洋傘４件等）であった（表

３参照）。 

 

    表３ 製品別指導件数              （単位：製品数） 

   

 

令和４年度 令和５年度 令和６年度

指示 4 0 0

指導 71 78 51

違反無し 12 12 9

対象外 7 8 6

打切り 8 11 3

計 102 109 69

32 19 26

処理件数

次年度への繰越

繊維製品 合成樹脂加工品 電気機械器具 雑貨工業品 合計

96 24 7 26 153
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２．地方自治体による立入検査の実施状況 

家表法においては、立入検査等の一部の事務を地方自治体（都道府県及び市。

以下同じ。）に委任している。令和６年度において、地方自治体による立入検

査の実施件数（店舗数）は2,933件であった（表４参照）。 

 

    

 表４ 令和６年度 地方自治体における立入検査※（単位：実施店舗数） 

※市が実施した立入検査の件数は、当該市の属する都道府県の数値に含めている 

 

なお、立入検査の結果違反の被疑が生じたものとして消費者庁に移送された

事案は33件であった（１．違反被疑事案の処理状況 表１参照）。 

北海道 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

79 30 50 22 104 7 52

茨城県 栃木県 群馬県 埼玉県 千葉県 東京都 神奈川県

206 106 65 73 227 106 58

新潟県 富山県 石川県 福井県 山梨県 長野県 岐阜県

50 35 27 135 65 75 75

静岡県 愛知県 三重県 滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県

102 143 51 30 19 61 87

奈良県 和歌山県 鳥取県 島根県 岡山県 広島県 山口県

18 20 8 17 28 21 54

徳島県 香川県 愛媛県 高知県 福岡県 佐賀県 長崎県

114 16 72 164 26 26 70

熊本県 大分県 宮崎県 鹿児島県 沖縄県

7 62 11 48 11 2,933

地方自治体合計
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対象品目別の相談状況は以下のとおりである。また、寄せられた相談、回答に

ついて、内容の一部を編集した上で掲載している。 

 

(1) 繊維製品（1,866件） 

令和６年度において相談件数が多かった品目は、シャツ（122件）、タオル

及び手拭い（118件）、帽子（106件）、上衣（87件）、下着（83件）等であっ

た（表５参照）。 

 

表５ 繊維製品の相談数上位品目※ ※※    

※品目を限定しない繊維製品全般の相談（衣料品、付記事項等）769 件を除く 

※※件数が同一の品目は罫線を除し、同一順位とする 

令和４年度 令和５年度 令和６年度

1 シャツ シャツ シャツ

2 タオル及び手ぬぐい 帽子 タオル及び手ぬぐい

3 帽子 タオル及び手ぬぐい 帽子

4 下着 上衣 上衣

5
マフラー、スカーフ及
びショール

靴下 下着

6 靴下 
マフラー、スカーフ及
びショール

靴下

7 上衣 下着
マフラー、スカーフ及
びショール

8 手袋 手袋 手袋

9 布団
織物、ニット生地及び
レース生地

布団

10 床敷物 セーター ズボン

11
ベッドスプレッド、毛布
カバー及び枕カバー

布団 コート

12 ズボン ズボン
ドレス及び
ホームドレス

13 ハンカチ 
エプロン及び
かっぽう着

ハンカチ

14 コート 床敷物 床敷物

15 セーター コート
織物、ニット生地及び
レース生地

16
エプロン及び
かっぽう着

ハンカチ
エプロン及び
かっぽう着

17
織物、ニット生地及び
レース生地

ベッドスプレッド、毛布
カバー及び枕カバー

ベッドスプレッド、毛布
カバー及び枕カバー

18 糸 
ドレス及び
ホームドレス

セーター

19 膝掛け 膝掛け スカート

20 寝衣 寝衣 事務服及び作業服
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(4) 雑貨工業品（948件） 

令和６年度において相談件数が多かった品目は、合成洗剤等（175件）、椅

子、腰掛け及び座椅子（74件）、魔法瓶（72件）、サングラス（70件）、合成

ゴム製器具（59件）であった（表８参照）。 

 

表８ 雑貨工業品の相談数上位品目※ ※※ 

※その他の相談（雑貨工業品全般）10件を除く 

※※件数が同一の品目は罫線を除し、同一順位とする 

 

令和４年度 令和５年度 令和６年度

1 合成洗剤等 合成洗剤等 合成洗剤等

2
椅子、腰掛け及び
座椅子

椅子、腰掛け及び
座椅子

椅子、腰掛け及び
座椅子

3 魔法瓶 浄水器 魔法瓶

4 サングラス サングラス サングラス

5 机又はテーブル 漆器類 合成ゴム製器具

6 漆器類 ほうけい酸ガラス等 浄水器

7 合成ゴム製器具 机又はテーブル 漆器類

8 靴 魔法瓶 ほうけい酸ガラス等

9
ウレタンフォーム・
スプリングマットレス

合成ゴム製器具 革又は合成皮革製衣料

10 浄水器 鍋 机又はテーブル

11 ほうけい酸ガラス等
ウレタンフォーム・
スプリングマットレス

鍋

12 かばん 靴 靴

13 歯ブラシ 歯ブラシ
ウレタンフォーム・
スプリングマットレス

14 鍋 漂白剤 洋傘

15 革又は合成皮革製衣料 かばん かばん

16 塗料 革又は合成皮革製衣料 強化ガラス製器具 

17
ティッシュ又は
トイレットペーパー

洋傘 歯ブラシ

18 強化ガラス製器具 塗料 漂白剤

19 接着剤 革又は合成皮革製手袋 塗料

20 革又は合成皮革製手袋
ティッシュ又は
トイレットペーパー

たんす
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４．家表法に関する講師派遣等 

  令和６年度においては、関係省庁、地方自治体等が主催する講習会等に計３

回講師を派遣した。 

 

５．家表法の制度改正 

令和６年度においては、令和６年８月20日付けで(1)繊維製品品質表示規程

（平成29年消費者庁告示第４号）の家庭洗濯等取扱方法に関する事項並びに令

和６年12月25日付けで(2)繊維製品品質表示規程の組成表示に表示すべき一部

の事項及び(3)雑貨工業品品質表示規程（平成29年消費者庁告示第７号）のクレ

ンザーに表示すべき一部の事項に関し、それぞれ以下のとおり改正した。 

 

(1) 家庭洗濯等取扱方法の変更 

日本産業規格(JIS L0001(繊維製品の取扱いに関する表示記号及びその表示方

法)）が改正されたことを踏まえ、引用している日本産業規格が明確になるよう

に改正した年を表す数字４桁を追記することにより、①洗濯記号の新規追加②

洗濯記号の意味の変更③洗濯記号のデザインの微修正を行った。本改正につい

て、事業者に対する周知及び準備のため１年間の経過措置を設けた。 

 

(2) アクリレート繊維の追加 

日本産業規格(JIS L1030-2(繊維製品の混用率試験方法)）にアクリレート繊

維の混用率試験方法が追加されたことを踏まえ、繊維製品品質表示規程別表第

３及び別表第６に「アクリレート繊維」を追加し、指定用語として「アクリレ

ート」を追加した。 

 

(3) クレンザーの表示すべき事項の追加 

近年、酸性タイプのクレンザー製品が流通していることを踏まえ、台所用、

住宅用又は家具用の磨き剤のクレンザーのうち酸性タイプのものについて、新

たに注意事項を追加するとともに、その注意事項の表示を求める製品の判断基

準となる塩素ガス発生試験の方法等を追加した。  

 

（参考） 

繊維製品品質表示規程改正のお知らせ（令和６年８月20日） 

https://www.caa.go.jp/policies/policy/representation/household_good

s/law/kaisei/240820.html 

繊維製品品質表示規程及び雑貨工業品質表示規程改正のお知らせ（令和６年

12月25日） 

https://www.caa.go.jp/policies/policy/representation/household_good

s/law/kaisei/20241225.html 

 

以上 


